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多治見市資金管理運用方針 

 

多治見市は、会計管理者が保管管理する資金を確実かつ効率的に管理及び運用を行うための基

本方針を以下のとおり定めます。 

 

１．目的 

 

この方針は、会計管理者が保管管理する資金（歳計現金、歳計外現金及び基金をいいます。）に

係る現金について、安全性の確保を第一に図るとともに流動性を確保しながら、効率的な資金管

理を行うことをもって本市の健全な運営に資することを目的とします。 

 

２．資金の管理及び運用の基本原則 

 

資金は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号)その他の法令及び多治見市健全な財政に関する

条例（平成 19 年条例第 48 号）などの趣旨に鑑み、次のとおり管理及び運用を行います。 

 

（１）資金の管理及び運用について、説明責任を果たすため、その予定及び実績を公表します。 

資金の管理及び運用にあたっては、年度における予定と実績を市長に報告するとともに、公

表することで運用状況を公開し、説明責任を果たしていきます。 

 

（２）資金の元本を確実に確保し、安全に管理及び運用を行います。 

資金は、金融機関への預け入れや債券などの取得によって管理及び運用を行いますが、その

際には、資金元本の安全性の確保を最優先します。 

 

（３）支払い準備資金等に支障が生じないよう一定の資金については、流動性を確保していきま

す。 

 

（４）上記の原則を維持しながら、運用収益の向上に資するため、効率性を追求します。 

 

（５）資金の管理及び運用における金融機関、証券会社等の選定にあたっては、競争性で優れて

いる「引合（入札）方式」及び機動性で優れている「相対方式」によることとし、金利の動向

や即時性、集中の排除などを考慮して選定します。 

 

３．金融商品の選択 

 

（１）満期保有の原則 

資金運用にあたっては、当該金融商品を満期まで保有することを原則としますが、次の場合
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は、運用中の預金の解約又は債券等の売却を行うことができるものとします。 

ア 資金の安全性を確保することが必要となった場合 

イ 支払い現金として確保する必要が生じた場合 

ウ 効率的な運用を行うため、商品の組み換えを行う場合 

 エ 当分の間、積立型基金に属する債券にあっては、ロールダウン効果による売却益を目的と

して売却する場合 

 

（２）分散運用の原則 

運用にあたっては、特定の金融機関及び特定発行者の金融商品に集中しないよう、分散して

運用するものとします。この場合、預金については、利率、本市の借り入れとの相殺などを、

債券の購入については、引合や相対取引の状況を勘案して選定します。 

また、複数の金融商品で運用を行う場合には、満期時期についても分散して運用するものと

します。 

 

（３）運用期間に関する原則 

ア 定期預金による運用は、５年を上限とします。ただし、歳計現金及び歳計外現金について

は、１年を超えない範囲とします。 

イ 債券による運用は、当分の間、２０年を上限とします。 

 

（４）金融商品選択の原則 

ア 歳計現金・歳計外現金 

当座預金、決済性預金で流動性を確保する他、通知預金、定期預金のほか、保有期間が１年 

を超えない債券（国債、地方債又は政府保証債に限ります。）で運用します。 

イ 基金 

決済性預金で流動性を確保するほか、当面、次の金融商品で運用することとします。 

なお、債券を購入する場合は、基金残高の概ね３分の２以下の額とします。 

（ア）定期預金 

（イ）国債 

（ウ）地方債 

（エ）政府保証債 

（オ）財投機関債等（一般担保が付与されたものに限る。） 

（カ）電力債（一般担保が付与されたものに限る。）  

 

ウ 債券の取得価格の考え方 

基金に係る資金運用において、債券を購入する場合は、購入単価が１００円以下のものとし

ます。ただし、１００円以下の債券の購入が難しい場合は、１００円を超える債券であっても

債券の償還時の元本と購入時から償還時までの利払いの合計額が当該債券の購入時の価格を上

回るものについては購入することができるものとします。 

この場合、基金の元本を確保するために、１００円を超える部分については、初回の利払い
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時から１００円を超える部分の額に達するまで、利払金を順次基金の元本に組み入れるものと

します。 

 

４．金融機関の選定 

 

（１）金融機関選択の原則 

定期預金の運用先である金融機関は、原則として、多治見市指定金融機関、多治見市指定代

理金融機関及び多治見市収納代理金融機関の中から、以下に掲げる事項を総合的に勘案し選択

することとします。 

ア 自己資本比率等の指標が国際基準を満たしているもの 

イ 預金利率が有利であるもの 

ウ 市が借り入れを行っている金融機関で、預金との相殺が可能であるもの 

 

（２）金融機関の経営状況の把握 

定期預金運用先の金融機関については、自己資本比率、不良債権比率等の経営指標を把握し、

経営状況を把握し、分析を行っていきます。 

 

５．資金運用における手続 

 

資金の保管及び管理に関しては、会計管理者がその責任と権限において行うこととしますが、

その際に、以下の手続を採ることとします。 

ア 歳計現金及び歳計外現金の運用にあたっては、支払に支障をきたさないことを会計課にお

いて確認を取ること。 

イ 基金に属する資金の運用にあたっては、基金を所管する部課における基金運用計画を確認

するとともに、当該基金所管の部課長の意見を聴取すること。 

ウ 資金運用の計画及び実績について、市のホームページにおいて公表すること。 

 

６．繰替運用 

 

基金に属する現金（当該基金に属する債券を用いた現先取引により調達する現金を含みます。）

を歳計現金として繰替運用（基金に属する現金を、歳計現金として一時的に運用することをいい

ます。）を行う場合は、資金運用の特例として、以下に定める手続をとることとします。 

ア 繰替運用が必要となった場合は、会計管理者は、財政課長、総務部長並びに繰替運用を行

う基金を所管する課長及び部長と協議し、市長の決裁を経て行うこととします。 

イ 繰替運用を行う場合は、繰替を行う基金へ利息を支払うこととします。 

ウ 基金へ支払う利息は、当該繰替運用を行う基金の普通預金又は定期性預金の利率によるも

のとします。ただし、決済性普通預金から繰替運用する場合の利率は、0％とします。 
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７．資金管理運用方針の見直し 

 

この資金管理運用方針について変更の必要が生じたときは、多治見市公金管理運用委員会にお

いて協議し、見直します。 

 

附 則 

この基準は、平成２１年４月１日から施行し、同日以後に運用する資金から適用します。 

 

附 則（平成２２年３月１６日） 

この基準は、平成２２年４月１日から施行し、同日以後に運用する平成２２年度の資金から適

用します。 

 

   附 則（平成２７年２月２３日） 

 この基準は、平成２７年４月１日から施行します。 

 

   附 則（平成３１年４月１日） 

 この方針は、平成３１年４月１日から施行します。 

 

   附 則（令和７年１月２８日） 

 この方針は、令和７年１月２８日から施行します。 

 

 附 則（令和７年２月２７日） 

 この方針は、令和７年２月２７日から施行します。 

 

 


